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2022年度中間連結会計期間（2022年4月1日から2022年9月30日まで） （単位：百万円）

報告セグメント
その他 合計 調整額

中間連結
財務諸表
計上額銀行業 リース業 計

経常収益
外部顧客に対する経常収益 73,714 15,068 88,783 2,724 91,507 ― 91,507
セグメント間の内部経常収益 590 193 784 652 1,436 △1,436 ―

計 74,305 15,261 89,567 3,377 92,944 △1,436 91,507
セグメント利益 15,565 961 16,527 1,724 18,251 △51 18,200
セグメント資産 9,961,459 80,558 10,042,017 46,546 10,088,564 △107,523 9,981,040
セグメント負債 9,493,642 65,202 9,558,844 20,236 9,579,081 △95,956 9,483,125
その他の項目
減価償却費 2,951 344 3,296 35 3,331 53 3,384
資金運用収益 40,853 12 40,866 11 40,877 △158 40,719
資金調達費用 4,078 138 4,216 0 4,217 △133 4,083
持分法投資利益 144 ― 144 ― 144 △24 120
特別利益 1,529 ― 1,529 ― 1,529 ― 1,529
（固定資産処分益） (1,529) (―) (1,529) (―) (1,529) (―) (1,529)
特別損失 305 ― 305 0 305 ― 305
（固定資産処分損） (273) (―) (273) (0) (273) (―) (273)
（減損損失） (32) (―) (32) (―) (32) (―) (32)
税金費用 4,854 207 5,061 569 5,630 △0 5,630
持分法適用会社への投資額 235 ― 235 ― 235 ― 235
有形固定資産及び無形固定資産の増加額 2,257 379 2,636 13 2,650 47 2,697

(注)１ 一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。
２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、物品等の輸送業務及び現金自動設備の保守等業務並びに証券業務、保証業務、経営コンサル

ティング業務、ファンドの組成・運営業務を含んでおります。
３．調整額は、以下のとおりであります。
(1) セグメント利益の調整額△51百万円は、セグメント間取引消去であります。
(2) セグメント資産の調整額△107,523百万円は、セグメント間取引消去であります。
(3) セグメント負債の調整額△95,956百万円は、セグメント間取引消去であります。
(4) 減価償却費の調整額53百万円は、セグメント間取引消去額並びに連結上「有形固定資産」及び「無形固定資産」となるリース投資資産に係る減価償却費であります。
(5) 資金運用収益の調整額△158百万円、資金調達費用の調整額△133百万円、持分法投資利益の調整額△24百万円、税金費用の調整額△0百万円はセグメント間取引消去
等であります。

(6) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額47百万円は、リース投資資産からの振替額であります。
４．セグメント利益は、中間連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

連結リスク管理債権及び金融再生法に基づく開示債権
（単位：百万円）

2021年9月30日 2022年9月30日
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 28,822 25,870
危険債権 43,454 45,566
要管理債権 55,145 49,685
三月以上延滞債権 2,178 1,869
貸出条件緩和債権 52,967 47,815
合計 127,422 121,123
正常債権 5,694,381 5,810,818
総与信 5,821,803 5,931,941

(注)１．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は上記のとおりであります。なお、債権は、中間連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その
元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）によるものに限る。）、
貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合の
その有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。

２．「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（2020年1月24日 内閣府令第3号）が2022年3月31日から施行されたことに伴い、銀行法の「リスク管理債権」の区分
等を金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく開示債権の区分等に合わせて表示しております。

(1) 破産更生債権及びこれらに準ずる債権
破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれ
らに準ずる債権であります。

(2) 危険債権
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の
高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。

(3) 要管理債権
要管理債権とは、三月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権であります。

(4) 三月以上延滞債権
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から三月以上延滞している貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当し
ないものであります。

(5) 貸出条件緩和債権
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる
取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。

(6) 正常債権
正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、上記(1)～(5)までに掲げる債権以外のものに区分される債権であります。
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